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(1) 連結財務４表の範囲等 

 
  連結財務４表とは、一般会計のほか、特別会計や市と連携して行政サービスを実施し

ている関係団体・法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類です。 
 
  市に属する全ての会計を連結した「全体財務４表」に加え、市が加入・出資する次の

団体を連結したものが、連結財務４表となります。 
○地方独立行政法人 
○一部事務組合及び広域連合 

  ○地方三公社 
  ○第三セクター等 
 
 ◇地方独立行政法人 

地方自治体が設立したすべての地方独立行政法人が連結対象となります。地方独立

行政法人には公立大学法人も含まれており、市が設立した地方独立行政法人は公立大

学法人長岡造形大学のみとなります。 
   ・(大)長岡造形大学 
 
 ◇一部事務組合及び広域連合 

   市が加入する一部事務組合及び広域連合が対象となります。 
   また、連結に際しては、市の当該年度負担割合相当分等を連結する「比例連結」を

行います。 
   ・新潟県市町村総合事務組合 
   ・三条･燕･西蒲･南蒲広域養護老人ホーム施設組合 
   ・新潟県中越福祉事務組合 
   ・魚沼地区障害福祉組合 

・新潟県後期高齢者医療広域連合 
 
 ◇地方三公社 

   地方自治体が設立した地方三公社（土地開発公社・住宅供給公社・道路公社）が連

結対象となりますが、市が設立した地方三公社は土地開発公社のみとなります。 
   ・長岡地域土地開発公社 
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◇第三セクター等 

   第三セクター等については、市の出資比率が 50％以上の団体を連結の対象としてい 
ます。 

   ・(公財)長岡市米百俵財団 
   ・(一財)長岡産業交流会館 
   ・(公財)長岡市勤労者福祉サービスセンター 
   ・(公財)長岡市国際交流協会 
   ・(公財)長岡市スポーツ協会 

・(公財)長岡市芸術文化振興財団 
   ・(一財)長岡花火財団 
   ・(株)山古志観光開発公社 
 
 ◇連結内部の相殺消去 

   連結対象となる会計・団体間で取引があった場合、その収入及び支出をそれぞれか

ら相殺しています。 
   また、会計・団体間に出資などの関係がある場合、貸借対照表でもそれぞれ相殺し

ています。 
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        （令和６年３月31日現在）
（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 734,886,901   固定負債 296,263,451
    有形固定資産 711,696,381     地方債等 188,455,591
      事業用資産 275,617,355     長期未払金 186,399
        土地 92,200,587     退職手当引当金 17,581,904
        立木竹 0     損失補償等引当金 7,623
        建物 294,426,949     その他 90,031,935
        建物減価償却累計額 △ 128,414,514   流動負債 28,583,049
        工作物 74,032,555     １年内償還予定地方債等 21,762,533
        工作物減価償却累計額 △ 59,690,084     未払金 1,840,562
        船舶 -     未払費用 21,197
        船舶減価償却累計額 -     前受金 86,754
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,703,524
        航空機 -     預り金 1,208,778
        航空機減価償却累計額 -     その他 1,959,699
        その他 1,958 負債合計 324,846,500
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 3,059,904 　固定資産等形成分 750,134,584
      インフラ資産 414,027,406 　余剰分（不足分） △ 300,026,033
        土地 117,468,153 　他団体出資等分 765,226
        建物 15,514,965
        建物減価償却累計額 △ 8,824,334
        工作物 512,771,573
        工作物減価償却累計額 △ 229,242,259
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 6,339,308
      物品 56,086,348
      物品減価償却累計額 △ 34,034,728
    無形固定資産 3,302,584
      ソフトウェア 57,925
      その他 3,244,658
    投資その他の資産 19,887,937
      投資及び出資金 3,069,110
        有価証券 1,752,226
        出資金 1,316,884
        その他 -
      長期延滞債権 1,307,395
      長期貸付金 63,537
      基金 15,760,054
        減債基金 -
        その他 15,760,054
      その他 31,990
      徴収不能引当金 △ 344,149
  流動資産 40,833,329
    現金預金 21,825,943
    未収金 785,646
    短期貸付金 25,474
    基金 15,222,208
      財政調整基金 13,326,108
      減債基金 1,896,100
    棚卸資産 2,757,232
    その他 307,835
    徴収不能引当金 △ 91,011
  繰延資産 47 純資産合計 450,873,777
資産合計 775,720,277 負債及び純資産合計 775,720,277

(2)　連結貸借対照表

-3-



(3) 連結貸借対照表の分析

◇社会資本形成の世代間負担比率

　　社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、純資産による整備又は将来の支払い

　に委ねられる負債による整備の割合をみることにより、これまでの世代によって既に負

　担された分の割合と、将来返済しなければならない分の割合をみることができます。

    ※　有形固定資産等に対する地方債及び長期借入金、純資産合計の割合を算出したも

　    のであるため、両指標の数値を足したものは100％になりません。

    ※　地方債等及び長期借入金は、臨時財政対策債など特例的な地方債を除いて算出し

　　　ています。

◇純資産比率

　　資産合計に占める、返済を要しない純資産の比率を表します。企業会計における自己

　資本比率に相当するものであり、この比率が高いほど、財政状態が健全であるといえま

　す。一般的に６割程度が標準とされています。

（単位：千円）

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減率
（％）

710,454,871 709,160,442 △ 0.2 711,696,381 0.4 

(△1,294,429) (2,535,939)

157,234,679 154,803,763 △ 1.5 156,905,393 1.4 

(△2,430,916) (2,101,630)

439,309,801 445,342,641 1.4 450,873,777 1.2 

(6,032,840) (5,531,136)

22.1 ％ 21.8 ％ 22.0 ％

( △ 0.3  ) ( 0.2  )

61.8 ％ 62.8 ％ 63.4 ％

( 1.0  ) ( 0.6  )

項　　　　　　　目 令和３年度 令和４年度
（前年度との差）

令和５年度
（前年度との差）

有 形 固 定 資 産 ａ

地方債等及び長期借入金
（１年内償還予定地方債等を含む）

ｂ

純 資 産 合 計 ｃ

社 会 資 本 負 担 比 率
（ 将 来 世 代 の 負 担 ）

b/a

社 会 資 本 負 担 比 率
（これまでの世代の負担）

c/a

（単位：千円）

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減率
（％）

439,309,801 445,342,641 1.4 450,873,777 1.2 

(6,032,840) (5,531,136)

774,669,379 773,807,160 △ 0.1 775,720,277 0.2 

(△862,219) (1,913,117)

56.7 ％ 57.6 ％ 58.1 ％

( 0.9  ) ( 0.5  )

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ｂ

純 資 産 比 率 a/b

項　　　　　　　目 令和３年度 令和４年度
（前年度との差）

令和５年度
（前年度との差）

純 資 産 合 計 ａ
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        （令和６年３月31日現在）
         [令和６年１月１日現在人口　258,205人]   

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,846   固定負債 1,147
    有形固定資産 2,756     地方債等 730
      事業用資産 1,067     長期未払金 1
        土地 357     退職手当引当金 68
        立木竹 0     損失補償等引当金 0
        建物 1,140     その他 348
        建物減価償却累計額 △ 497   流動負債 111
        工作物 286     １年内償還予定地方債等 84
        工作物減価償却累計額 △ 231     未払金 7
        船舶 -     未払費用 0
        船舶減価償却累計額 -     前受金 0
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 7
        航空機 -     預り金 5
        航空機減価償却累計額 -     その他 8
        その他 0 負債合計 1,258
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 12 　固定資産等形成分 2,905
      インフラ資産 1,603 　余剰分（不足分） △ 1,162
        土地 455 　他団体出資等分 3
        建物 60
        建物減価償却累計額 △ 34
        工作物 1,986
        工作物減価償却累計額 △ 888
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 24
      物品 218
      物品減価償却累計額 △ 132
    無形固定資産 13
      ソフトウェア 0
      その他 13
    投資その他の資産 77
      投資及び出資金 12
        有価証券 7
        出資金 5
        その他 -
      長期延滞債権 5
      長期貸付金 0
      基金 61
        減債基金 -
        その他 61
      その他 0
      徴収不能引当金 △ 1
  流動資産 158
    現金預金 84
    未収金 3
    短期貸付金 0
    基金 59
      財政調整基金 52
      減債基金 7
    棚卸資産 11
    その他 1
    徴収不能引当金 △ 0
   繰延資産 0 純資産合計 1,746
資産合計 3,004 負債及び純資産合計 3,004

(4)　連結貸借対照表（市民１人当たり）
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　  　自　令和５年４月１日
　  　至　令和６年３月31日   

（単位：千円）

    資産除売却損 2,048,933
    損失補償等引当金繰入額 4,504
    その他 228,933

純行政コスト 186,506,696

  臨時利益 1,647,306
    資産売却益 1,466,379
    その他 180,928

    使用料及び手数料 11,027,527
    その他 3,484,414
純経常行政コスト 185,813,749
  臨時損失 2,340,254
    災害復旧事業費 57,883

      補助金等 67,557,318

      その他 519,387

      社会保障給付 46,906,369

  経常収益 14,511,941

      その他の業務費用 3,295,282
        支払利息 1,224,739
        徴収不能引当金繰入額 103,225
        その他 1,967,318
    移転費用 114,983,074

      物件費等 57,493,530
        物件費 28,741,645
        維持補修費 7,024,737
        減価償却費 21,084,545
        その他 642,603

      人件費 24,553,805
        職員給与費 16,550,574
        賞与等引当金繰入額 1,686,020
        退職手当引当金繰入額 1,151,154
        その他 5,166,058

    業務費用 85,342,616

(5)  連結行政コスト計算書

科目名 金額

  経常費用 200,325,690
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(6)連結行政コスト計算書の分析

◇退職給与引当金繰入比率

　　職員にかかる退職手当コストが、通常の人件費と比較してどの程度の負担になってい

　るかをみることができます。

◇地方債等平均利子率

　　地方債等残高と支払利息との比率で、現在、地方債等で何％の利子を支払っているか

　をみることができます。

◇受益者負担の割合

　　経常的な行政サービスの提供に係る費用に対して、使用料・手数料などの受益者負担分が

　どの程度の割合を占めているかをみることができます。この割合が低いほど、受益者負担分

　より市税や地方交付税などの一般財源や補助金等の歳入でその費用を賄っていることになり

　ます。

（単位：千円）

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減率
（％）

1,542,410 1,110,989 △ 28.0 1,151,154 3.6 

(△431,421) (40,165)

24,278,307 24,133,621 △ 0.6 24,553,805 1.7 

(△144,686) ( 420,184)

6.4 ％ 4.6 ％ 4.7 ％

( △ 1.8  ) ( 0.1  )

項　　　　　　　目 令和３年度 令和４年度
（前年度との差）

令和５年度
（前年度との差）

退職手当引当金繰入額 ａ

人 件 費 ｂ

退職手当引当金繰入比率 a/b

（単位：千円）

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減率
（％）

1,504,745 1,310,436 △ 12.9 1,224,739 △ 6.5 

(△194,309) (△85,697)

216,672,120 211,684,950 △ 2.3 210,218,124 △ 0.7 

(△4,987,170) (△1,466,826)

0.7 ％ 0.6 ％ 0.6 ％

( △ 0.1  ) ( 0.0  )

項　　　　　　　目 令和３年度 令和４年度
（前年度との差）

令和５年度
（前年度との差）

支 払 利 息 ａ

地 方 債 等 残 高 ｂ

地 方 債 等 平 均 利 子 率 a/b

（単位：千円）

対前年度
増減率
（％）

対前年度
増減率
（％）

15,493,301 15,312,999 △ 1.2 14,511,941 △ 5.2 

(△180,302) (△801,058)

201,875,923 202,420,787 0.3 200,325,690 △ 1.0 

(544,864) (△2,095,097)

7.7 ％ 7.6 ％ 7.2 ％

( △ 0.1  ) ( △ 0.4  )

令和４年度
（前年度との差）

令和５年度
（前年度との差）

項　　　　　　　目 令和３年度

経 常 収 益 ａ

経 常 費 用 ｂ

受 益 者 負 担 の 割 合 a/b

-7-



　  　自　令和５年４月１日
　  　至　令和６年３月31日   
    [令和６年１月１日現在人口　258,205人]

（単位：千円）

    業務費用 330.5

(7)  連結行政コスト計算書（市民１人当たり）

科目名 金額

  経常費用 775.8

      人件費 95.1
        職員給与費 64.1
        賞与等引当金繰入額 6.5
        退職手当引当金繰入額 4.5
        その他 20.0
      物件費等 222.7
        物件費 111.3
        維持補修費 27.2
        減価償却費 81.7
        その他 2.5
      その他の業務費用 12.7
        支払利息 4.7

      補助金等 261.6
      社会保障給付 181.7

        徴収不能引当金繰入額 0.4
        その他 7.6
    移転費用 445.3

      その他 2.0
  経常収益 56.2
    使用料及び手数料 42.7
    その他 13.5
純経常行政コスト 719.6
  臨時損失 9.1
    災害復旧事業費 0.2
    資産除売却損 8.0
    損失補償等引当金繰入額 0.0

    その他 0.7
純行政コスト 722.3

    その他 0.9
  臨時利益 6.4
    資産売却益 5.7
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　　   自　令和５年４月１日
　　   至　令和６年３月31日

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 445,342,641 746,439,368 △ 301,880,887 784,160

  純行政コスト（△） △ 186,506,696 △ 186,472,207 △ 34,489

  財源 190,300,485 190,284,930 15,555

    税収等 119,648,185 119,647,961 223

    国県等補助金 70,652,300 70,636,968 15,332

  本年度差額 3,793,788 3,812,722 △ 18,934

  固定資産等の変動（内部変動） 2,936,675 △ 2,936,675

    有形固定資産等の増加 29,250,328 △ 29,250,328

    有形固定資産等の減少 △ 28,595,851 28,595,851

    貸付金・基金等の増加 9,376,708 △ 9,376,708

    貸付金・基金等の減少 △ 7,094,511 7,094,511

  資産評価差額 64,891 64,891

  無償所管換等 1,710,631 1,710,631

  他団体出資等分の増加 - -
  他団体出資等分の減少 - -
　比例連結割合変更に伴う差額 24,185 22,848 1,337 -
  その他 △ 62,359 △ 1,039,829 977,470

  本年度純資産変動額 5,531,136 3,695,216 1,854,854 △ 18,934

本年度末純資産残高 450,873,777 750,134,584 △ 300,026,033 765,226

(8)  連結純資産変動計算書
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（単位：千円）

  財務活動支出 24,387,027

財務活動収支 △ 1,501,014

本年度末資金残高 20,796,564

本年度資金収支額 308,246
前年度末資金残高 20,484,885

    地方債等償還支出 21,715,422
    その他の支出 2,671,605
  財務活動収入 22,886,013
    地方債等発行収入 20,246,599
    その他の収入 2,639,413

比例連結割合変更に伴う差額 3,434

    貸付金元金回収収入 7,588,320
    資産売却収入 297,906
    その他の収入 2,183,487
投資活動収支 △ 14,681,978
【財務活動収支】

    貸付金支出 7,568,362
    その他の支出 301,000
  投資活動収入 18,642,628
    国県等補助金収入 7,736,452
    基金取崩収入 836,463

【投資活動収支】

  投資活動支出 33,324,606
    公共施設等整備費支出 23,404,571
    基金積立金支出 2,050,278
    投資及び出資金支出 394

  臨時収入 63,816
業務活動収支 16,491,238

  臨時支出

    移転費用支出 114,934,572
      補助金等支出 67,556,906
      社会保障給付支出 46,906,369

(9)  連結資金収支計算書
       自　令和５年４月１日

       至　令和６年３月31日

科目名 金額

  業務支出 177,925,030
    業務費用支出 62,990,458

【業務活動収支】

      人件費支出 23,710,125
      物件費等支出 36,004,386
      支払利息支出 1,224,734

238,184

2,051,214      その他の支出

本年度末現金預金残高 21,825,943

前年度末歳計外現金残高 1,028,518
本年度歳計外現金増減額 860
本年度末歳計外現金残高 1,029,379

      その他の支出 471,297
  業務収入 194,590,636
    税収等収入 118,171,367
    国県等補助金収入 62,199,765
    使用料及び手数料収入 10,756,701
    その他の収入 3,462,802

    災害復旧事業費支出 57,883
    その他の支出 180,301

-10-



 

 

（10）注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1)  有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時に取得原価が判明しているものは、原則として取得原価とし、取得原価が

不明なものは、原則として再調達原価としています。道路、河川及び水路の敷地の

うち取得原価が不明なものは、備忘価額 1 円としています。 

開始後は、原則として取得原価とし、再評価は行わないこととしています。 

また、有形固定資産のうち適正な価格を支払わずに取得したものについては、原

則として再調達原価としています。ただし、無償で移管を受けた道路、河川及び水

路の敷地については、原則として備忘価額１円としています。 

  ただし、地方公営企業法が適用される下水道事業会計、水道事業会計及び簡易水

道事業会計については、同法の会計基準に基づき計上しています。また、一部事務

組合・広域連合以外の連結対象団体については、団体ごとに適用される会計基準に

基づき計上しています。 

  

(2)  有価証券等の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的有価証券 

  償却原価法（定額法）によっています。 

ただし、一部の連結対象団体において、重要性が乏しいものについては適用し

ていません。 

イ 満期保有目的以外の有価証券 

(ｱ)   市場価格のある有価証券等 

作成基準日現在の市場価格により計上しています。  

(ｲ)   市場価格がない有価証券等 

取得価額により計上しています。ただし、実質価額が著しく下落したもの

については、相当の減額を行った後の価額で計上しています。 

  

(3)  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 低価法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項各号

に掲げる方法によります。ただし、連結対象団体の棚卸資産の一部については、最

終仕入原価法による原価法によって計上しています。 

 

(4)   有形固定資産等の減価償却の方法 

 定額法により行っています。ただし、連結対象団体が所有する有形固定資産等の

一部については、定率法により行っています。なお、水道事業会計及び簡易水道事

業会計の量水器については、取替法により行っています。 

 

(5)   引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率等により、将来徴

収不能になると見込まれる額を計上しています。 
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   ・退職手当引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、今年度末に業務に従事している職員全員

が自己都合退職することを想定し、それに要する費用の総額を計上しています。 

     ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務

等の見込額に基づき計上しています。 

   ・損失補償等引当金 

     履行すべき額が確定していない損失補償債務について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）に基づく将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上しています。 

・賞与等引当金 

      翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6)  リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じて計上しています。 

 

(7)  連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物としています。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 

 

(8)  その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア 連結対象団体（会計）間の相殺消去 

     連結対象団体（会計）間の繰入繰出額及び債権債務額を相殺消去した金額で表

示しています。 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     税込方式により処理しています。ただし、下水道事業会計、水道事業会計、簡

易水道事業会計及び一部の連結対象団体については、税抜方式により処理してい

ます。 

ウ  資本的支出と修繕費の区分 

  一般会計及び各特別会計において区分が不明な場合は、130 万円未満のものを 

修繕費として計上しています。 

エ  物品の計上基準 

一般会計及び各特別会計においては、原則として、取得価額が 100 万円以上の

場合に計上しています。 

   

２ 重要な後発事象 

該当なし 
 

３ 偶発債務 

会計年度末において現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が

生じた場合に債務となるもののうち、次に掲げるものを記載しています。 
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(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確

定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））  

事 項 
確 定 

債務額 

履行すべき債務が確定しないもの 
総 額 

貸借対照表計上額 貸借対照表未計上額 

新潟県信用保証

協会損失補償 
－ 7,623 千円 － 7,623 千円

 

(2)  係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの  

名 称 事件番号 金 額 

損害賠償請求事件 
令和４年（ワ） 

第 78 号 
21,151 千円

損害賠償請求事件 
令和５年（ワ） 

第 362 号 
105,191 千円

 

４ 追加情報 

(1)   対象範囲 

ア 連結対象団体及び連結方法等 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

新潟県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 
 9.67％（普通会計）

11.81％（事業会計）

三条･燕･西蒲･南蒲広域養護老

人ホーム施設組合 
一部事務組合・広域連合 比例連結   5.95％ 

新潟県中越福祉事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  21.72％ 

魚沼地区障害福祉組合 一部事務組合・広域連合 比例連結   5.08％ 

新潟県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  11.51％ 

長岡地域土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

(公財)長岡市米百俵財団 第三セクター等 全部連結 － 

(一財)長岡産業交流会館 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市勤労者福祉サー

ビスセンター 
第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市国際交流協会 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市スポーツ協会 第三セクター等 全部連結 － 

(公財)長岡市芸術文化振興財団 第三セクター等 全部連結 － 

(大)長岡造形大学 地方独立行政法人 全部連結 － 

(一財)長岡花火財団 第三セクター等 全部連結 － 

(株)山古志観光開発公社 第三セクター等 全部連結 － 

※ 一部事務組合・広域連合以外の連結対象団体については、団体ごとに適用され

る会計基準が異なるため、各団体の法定決算書類を統一的な基準に読み替えて連

結しています。 
※ 寺泊老人ホーム組合は、令和６年３月 31 日に解散、清算結了したことから、

前年度末から清算結了日までに生じた収支・損益を連結上反映しています。 

   イ 地方公営企業法適用会計の連結方法 

下水道事業会計、水道事業会計及び簡易水道事業会計については、地方公営企

業法の会計基準に基づく法定決算書類を統一的な基準に読み替えて全部連結を

しています。 
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(2)   出納整理期間 

 一般会計及び各特別会計については、地方自治法第 235 条の５の規定により出納

整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理期間（令和６年４月１日

～令和６年５月 31 日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

 なお、市の一般会計及び特別会計並びに一部事務組合及び広域連合の会計以外は

出納整理期間がありませんが、出納整理期間がある会計との間で取引があり、出納

整理期間中に当会計年度に帰属する資金の授受がある場合は、当会計年度末に現金

の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

(3)   端数処理等 

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額

が一致しない場合があります。 

 

(4)   売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲  

土地 585,614 千円 

貸借対照表における簿価を記載しています。 

-14-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年度決算 連結財務書類 
 
 

編集・発行  長 岡 市 財 務 部  財 政 課 

              〒940-8501 長岡市大手通１丁目４番地１０ 

T E L  (0258) 35-1122（代表） 

(0258) 39-2209（直通） 

F A X  (0258) 31-1608 

E-mail zaisei＠city.nagaoka.lg.jp 

 

令和７年３月発行 

 


